
比較法研究所 活動紹介 共同研究「アジア公法学の比較研究」

比較法研究所の共同研究「アジア公法学の比較研究」について、代表者の岡田正則教授にお話

を伺いました。

●研究会について教えてください。

この研究会は、「アジア公法学の比較研究」という課題で、比較法研究

所の憲法・行政法関係で、日本、中国大陸、韓国、台湾を含める東アジ

アの公法学者と連携を取りながら、比較研究を進めています。今のとこ

ろ、日中の憲法学の先生を中心として研究活動を展開しています。

●研究会の活動はどのように進められていますか。

最初は日中に限らないというビジョンでスタートしましたが、その後は主に日中の公法学の比

較研究が活動の中心になりました。定期的なセミナー・研究会のような集まりというよりは、年

次国際シンポジウムの形で活動を展開しています。具体的には、日本と中国で交互に「日中公法

学シンポジウム」を開催しています。この研究会は当初から、戸波江二先生の下で一つの主催団

体としてこの国際シンポジウムを支えてきました。

2019 年には島根大学で第 15 回「日中公法学シンポジウム」が開催されました。中国からの 50

人以上の研究者を含む 100 人近い参加者があり、盛況でした。

●アジア諸法域公法学の比較研究を通じて得られた問題意識と知見を教えてください。

2019 年のシンポジウムのテーマは「法の支配の実現の課題」で、中国の「法治」に関する立法

的・理論的な課題にいかに対応すべきかを検討しました。

日本と中国は、それぞれの形で近代西洋法を受け入れましたが、両国の間には法制度の歴史的・

地域的な共通性が存在します。そうした共通面を整理することで、グローバル化の中での経済活

動に対する規制制度のあり方と限界、特に行政手続、訴訟制度、行政執行の制度等における問題

といった共通の課題が見えてきます。

このように、両国には西洋近代法とは違う考量、

歴史的背景、制度的な援用といった共通の課題があ

る一方、所有制度をはじめ様々な点が異なる憲法制

度など、法が機能する前提の違いも存在しています。

日本と中国それぞれの固有の課題を考えることは、

両国の違いを明確にする作業でもあるのです。

【編集より】

東アジアの諸法域には、法制度の歴史的・地域的な共通性があります。したがって、共通の課

題・異なる課題を見出し検証していくというプロセスは、各国の連携を必要としている現代世界

に対して、比較法という研究方法の価値を示す非常に重要な作業であると感じています。


